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Industrial system from a maintenance point of view (1) 
Masatomo ONISHI 
Abstract 
The Japanese Goverrunent has promoted a variety of supporting plans for new foundation of industries and 
enterprises as a special feature of revitalization of the domestic economy. Some expected results are showing 
up. However, an urgent problem is revitalization of the numerous existing industries. We are at a loss how to 
solve the problem but it is not doubtful that the best solution is not to treat them as bad credit. Some small 
and medium-sized enterprises are now making efforts to introduce frontier technologies, such as 
nanotechnology and biotechnology, into themselves. 
Furthermore, re-examination of the existing technology brings new cooperative relationships among them. 
It is just the thought of piecemeal engineering. In this article, the possibility of reconstruction of the Japanese 
industrial systems will be discussed from the viewpoint of the maintenance. 
Key words: newlifecreat industries, maintenance, piece-meal engineering, kaizen, secondary start-up, core-
competence, self-help. 
抄録
日本経済活性化の目玉として政府は種々の新規創業支援策を打ち出し、それなりの効果は徐々に出てき
ている。しかし、膨大な既存産業の再生をどのようにするかは緊急の課題である。不良債権として処理す
るのが最善なのかは、はなはだ疑問である。中小企業が挑戦しているナノテク、バイオなどの先端産業は、
既存の技術の見直しから、さらに外部との連携によって生まれている。まさに、ピースミール・エンジニ
アリング思想が生きているのだ。そこで、メンテナンスの視点で日本の産業システムを再生の可能性につ
いて持論を述べる。
キーワード：新生活創造産業、メンテナンス、ピースミール・エンジニアリング、改善、第二創業、コア
コンピテンス、自立
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はじめに
21世紀の入り口に立つ現在、わが国の産業・経済、そして社会そのものが大きな転換点
に差し掛かっている。これは単に、世紀という年代区分の分岐点にたまたま遭遇したとい
うだけではなく、 20世紀の社会や産業構造の本質的な問題点が露呈した重要な時期なので
ある。
中小企業や零細企業はわが国の産業・経済において大きな位置を占め、戦後から今日ま
で、日本が経済大国になるに当たって中小・零細企業が果たした役割の大きさは否定でき
ない。低迷する日本経済の活性化のためにも、事業所数や従業員数において圧倒的多数を
占める中小企業群にかかる期待も大きい2)0 
ところが今、大企業のみならず、中小企業の経営そのものが混迷状態にある。これは、
大変憂慮すべき事態と言わざるを得ない。そのような中、よく言われることが、「今こそ
新しい産業の創造を」あるいは「今こそベンチャー企業の育成を」などという官民挙げて
の掛け声である。しかし、果たしてそれが正解なのだろうか。それで日本経済の活性化が
可能なのかどうかは、はなはだ疑問である。
21世紀は20世紀の大量生産・大量消費・大量廃棄で傷ついた人間や社会、環境を保守・
点検して直していく時代ではないかと考えている。 JR西日本のトンネル内壁の剥落事故、
東海村の臨界事故、 H2ロケットの打ち上げ失敗、一連の食品産業における中毒事件、原
子炉の不具合などは、技術大国日本（モノづくり大国日本）の基盤が確実に病んでいるこ
との表れであり、メンテナンスを軽視した咎である。そこで、本論では最初にメンテナン
スの形態、メンテナンスと新産業、メンテナンスとコアコンピテンスの関係を概説する。
そして［その 2]以降でメンテナンスと第二創業、具体的な事例に基づきメンテナンスが
21世紀を切り開くキーワードになることを検証する”。
1. メンテナンス産業
既存の形態
メンテナンスという単語を辞書で引いてみると、第一義が保持、持続となっている。動
詞のメインテインには、ある状態を保ち続けるという意味がある。では、産業におけるメ
ンテナンスには、どのようなビジネスがすでに存在しているのだろうか。
まず挙げられるのが、ビルや建物、電気設備などの保守管理である。それらはビルメン
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テナンス、建物メンテナンス、電気設備メンテナンスとして注目を浴びている。
さらに詳細に見ていくと、実にさまざまな業種が活躍している。ビルや建物など施設の
メンテナンスには、建物の外壁や床をクリーニングする会社がよく知られているが、病院
をはじめとする医療施設、スーパーなどのショッピングセンターなどを得意とする会社も
ある。ビルメンテナンスには空調設備やボイラー設備、給排水設備などの分野も加わる。
電気設備関係のメンテナンスで注目を浴びているのが、情報通信システム設備の保守管理
である。情報通信システムのメンテナンスには、システムの設計や開発、運用サポートや
コンサルティングも含まれ、事業範囲は広範におよぶ。
発電所や石油精製などの大規模なプラント施設においても、メンテナンスは重要な任務
を担っている。交通運輪関係では、鉄道車両のメンテナンスや安全運行に不可欠な設備の
メンテナンスも大事な仕事である。
ユニークなメンテナンスもある
例えば、公園や庭園の緑化工事を得意とする会社では、樹木や草花の剪定や成長管理は
もちろん、造園の設計から施工、病虫害の予防、防風や防寒、防露などの気象災害の対策
まで行っている。石材会社がグループ化して、お墓のメンテナンスを行っているケースも
ある。新規に墓石をつくるだけでなく、墓地の草取りや墓石の掃除、古い墓石の傾きを直
すことまで請け負っているのだ。また、お墓に関連して思い浮かべるのが家庭や寺院の仏
壇であるが、仏壇のメンテナンスを請け負う仏壇業者も存在する。「お洗濯」といって、
古くなった仏壇を分解して掃除し、金箔の貼り替え、開き戸の蝶番の修復、全体のクリー
ニングなどを手掛け、結構重要な収入源となっている。高価皮革製品のメンテナンスを専
門に手掛ける会社もある。痛みが激しいソファーや高級プランドのバッグや靴などをほぼ
元通りに修復し、消費者にとっては買い換えるよりも安上がりと好評である。
住宅やマンションを施工する工務店や建築会社においても、メンテナンスが着目されて
いる。これからは、建て売り住宅などの新築需要だけを当てにするのでなく、壁や床、廊
下のリフォーム、家族構成の変化に即した部屋の間仕切りの変更など、きめ細かいサービ
スが重要なビジネスチャンスになる。
新たな形態と新産業
前項では、既存のメンテナンスビジネスにはどのような形態があるのかについて述べた。
すでにメンテナンスビジネスに参画している会社は今後、さらに異なった市場が生まれ事
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業領域が拡大していくだろう。
ただし、メンテナンスビジネスはこれだけではない。建物や設備を長く保ち続けること
はメンテナンスの思想であるが、その対象となるのはそれだけではないのだ。
行動と願望の相関関係を図示した（図 1) に見られるように、例えば、「建物や設備（モ
ノ）」を「人間（ひと）」に置き換えてみれば、人間のメンテナンスという新しい切り口が
生まれる。人間を快適な状態で長く保ち続けるのも、メンテナンスビジネスなのである。
既存の医療や健康・美容、エステ、高齢者の介護もメンテナンスの思想でとらえ直せば、
もっと領域は広がる。教育産業も同様である。
人間には老若男女があるが、お年寄りのメンテナンス、若者のメンテナンス、男性のメ
ンテナンス、女性のメンテナンスとは何か？ さらに、人と人との関係性のメンテナンス
は成り立たないか？ このように切り口が広がっていく。そこには親子関係のメンテナン
ス、夫婦関係のメンテナンス、友人関係のメンテナンス、地域交流のメンテナンスが見え
てくる。
人間にとって健康が一番であるが、健康にも体の健康、心や精神の健康がある。体のメ
ンテナンスとはどのようなビジネスなのか？ 心や精神のメンテナンスとは何があるの
か？ このように発想を転換してビジネスの糸口を考えることができる。
近年、ガーデニングが流行しているが、趣味で園芸を楽しみ、庭回りを草木で飾ること
は住まいのメンテナンスだけでなく、日ごろの疲れを癒し趣味で自分の世界を取り戻すと
いう心のメンテナンスにもなっている。
「人間」を「動物」に置き換えてみるのもいいだろう。さらに「人間」を「自然」に置
き換えたり、「地球環境」に置き換えて考えてみるのも興味深いものがある。このように、
発想を大きく転換していくと、無限のメンテナンスビジネスの糸口が見えてくるはずであ
る。
モノにメンテナンスを施し長く使い続ける、この思想が産業の主流になれば、産業・経
済の循環の速度が遅くなり、逆に活性化しないのではないか、という懸念を持たれる。し
かし、メンテナンスは自給自足経済のことを指すのではなく、縮小再生産をもたらすもの
でもない。メンテナンスの提唱は新しい産業コンセプトの喚起につながり、新事業・新市
場の創出に必ず貢献するものなのである鸞
かつて輸出攻勢をかけられたアメリカの繊維産業は衰退の一途をたどり、唯一生き残っ
たのがリーバイス社であった。他社が軒並み生産拠点を海外に移転するのを尻目に国内に
踏み止まり、コンピュータ・ネットワークを活用して徹底した顧客サービスを展開したの
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図1 行動と願望のマトリックス
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＊願望と行動の接点に、さまざまなメンテナンスビジネスの市場が生まれる。
（ハーズ実験デザイン研究所作成、大阪市信用金庫Jクラプ「商品開発セミナー資料」より）
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である。ジーンズを求める客が同社の顧客係に電話をかけると、ベテランの売り子がサイ
ズや仕様、色彩、価格などをこと細かく尋ね、パソコンの画面上に見本を作成する。注文
する時間がどんなに長くなっても、顧客係はいやがらず懇切丁寧に客に対応する。そして
数日後には、自分の好みに合ったオリジナルのジーンズが届くというものである。もちろ
ん、そのデータは同社の財産として残る。
このようにリーバイス社は、顧客のニーズを見直し（メンテナンス）顧客満足を高める
ことに成功し、世界のビッグ・ワンとなったのである。
アメリカでは自動車産業もメンテナンスで活性化を図っている。
もうこれ以上自動車の生産量は増やせない、と考えたアメリカの自動車業界では、車台
数の増大ではなく、自動車のパーツに着目したのである。二酸化炭素などの環境基準が厳
しくなっていることから二酸化炭素を排出しないような装置、例えば新しいマフラー（排
気ガスの触媒を附加した）をオプションとして販売するだけでも膨大な市場が形成されよ
う。自動車の耐用年数は延びており、自動車のメンテナンスという切り口からも、さまざ
まなビジネスが生まれるはずである。日本においても自動車部品・修理産業は、年間6兆
円の巨大産業である。
日本にもメンテナンスの思想を先取りしている会社が、数少ないながらも存在する。「ネ
ィキッド」という軽自動車を開発したダイハツ工業（樹そのひとつ。同車はユーザーが自分
の好みで自由にパーツを取り替えられるようになっている。
また、自動車本体ではなく自動車のアフター・マーケットに着目しているのが、カー用
品専門の販売業の（樹オートバックスセプンである。膨大な自動車部品・用品を取りそろえ、
自動車のメンテナンスを展開している。
前述したように、アメリカは自国の産業復活のカギとして早くからメンテナンスに着手
してきた。それはなぜかいうと、日本に負け、いったん地獄を見た。そして真剣に生き残
り策を考えたからなのである。
アメリカは「大企業の国」と一般には思われがちであるが、実は「中小企業の大国」な
のである。小売業においては大半が「パパママ・ストア」だ。そのアメリカが、顧客の心
やニーズをメンテナンスし、モノづくりにおいてもメンテナンスの発想で復活したのであ
る。
メンテナンスにはさまざまな事業形態があるが、忘れてはならないのが、メンテナンス
は中小企業や零細企業が最も得意とする分野であるということである。大企業にはできな
い中小企業ならではの領域なのだ。一つ一つの仕事は大きな金額にはならなくとも、少人
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数で、小さな仕事を数多く請け負って、的確に処理し、リピート効果を上げればビジネス
になる。ニーズは多種多様であることから、いわば少量多品種生産型を得意とする中小企
業向けのビジネスである。
さて、メンテナンスが中小企業や零細企業の独壇場であるのは、今に始まったことでは
ない。実は、わが国の中小企業が昔から行ってきたのがメンテナンスなのである。その模
範的例が、町工場と称される中小製造業の現場で行われている。
大田区や東大阪市の工場街で、好業績を上げている町工場を見学すると、自動化された
精密加工を行う最新鋭機械と並んで、実によく手入れされたオールドタイプの機械が稼動
している。その機械は10年前、 20年前に導入したもので、当時は最新鋭機械であったが、
今では旧式のものとなっている。しかし、現場の職人さんたちの手によって見事なまでに
手入れされ、また工夫が加えられ、現役の機械として生きているのである。
町工場の熟練した職人たちは、優れた製品を造るだけでなく、機械をいかにして時代に
合わせるか、そのことを熟知している人たちでもあるのだ。日本の中小企業、とりわけ製
造業が強いのは、機械の保持・ 持続というメンテナンスの価値観を認識し実践しているか
らなのである。
例えば、大田区の小松ばね工業（樹、メンテナンスのメッカと言えよう。工場内には最新
鋭の機械と並んで昭和40年代製の機械もあるが、それらを使って製造しているバネは超精
密加工品。 30前年以上も経過した機械で、世界の一級品を次々と生み出しているのである。
そこには間違いなくメンテナンスの思想がある。
機械を上手に使うには、定期的な保守点検が必要である。軸などの部品を交換し、油を
差して使える状態にし、さらに音を聞く。機械が故障しそうであれば、職人たちは「悲鳴
を上げている」と、事前に察知する。これらは技術ではなく技能というべきもので、職人
が体で覚えるしかない。なぜなら、技術は数値化でき他人に伝えることができるが、数値
化できない技能は他人に伝えることができない。機械に愛着を持ち続けた職人だからこそ、
技能の継承が可能なのである。
考えてみると、近代化の始まった明治から現代までの一世紀以上にわたって、わが国の
工場労働者の世界にはメンテナンスの思想が脈々と息づいていたのである。
今、わが国の産業・経済は、いわば酸欠状態に陥っている。世の中も人の心もギスギス
して、ストレスが充満している。何とか、手立てを施さなければならない。
20世紀は大量生産・大量消費・ 大量廃棄の時代であった。その結果、われわれは未来の
ビジョンを失ってしまったのである。しかし、いったん地獄を見た者は必ず復活する。ア
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メリカがそうであったように、わが国の産業・経済も厳しい状況にある今こそ、強くなる
千載一遇のチャンスなのである。その処方箋として私が提唱するのが、メンテナンスとい
うキーワードなのだ。
振り返って考えれば、モノを補修し改善して長く使い続けるというメンテナンスの思想
は日本人の御家芸だったではないか。メンテナンスは、われわれの得意とする技なのであ
る。だから日本の企業、とりわけ中小企業も、「わが社のコア・コンピタンスとは何か」「当
店の強さとは何か」を冷静に分析し、従来はニッチ（隙間）と思われがちであったメンテ
ナンスの見方を変えてもらいたい。そうすれば必ず活路は開かれ、経営ビジョンをイメー
ジすることができる。
21世紀は20世紀で傷つき痛んだ人間や社会、地球環境を保守点検して直していく時代に
なる。 21世紀こそはメンテナンスの時代であろう。人間やモノ、社会、環境を快適で豊か
にする産業がメンテナンスなのである。今後、福祉・環境・医療・情報などが有望視され
ると報道されても、「いや、わが社は金属加工業だから関係ない」とか「うちのような小
売店は環境には無関係だ」となってしまいがちだ。しかし、メンテナンスの視点で事業を
見直せば、「まだまだ当社の出番はあるぞ」と経営活力が生まれ、産業や経済の活性化に
つながるのである。
そういう意味では、メンテナンスビジネスは中小企業の活路を開く「新生活創造産業」
と言い換えることも可能である。以下、メンテナンスを切り口に新たな産業システムを構
築した事例を考察する。
メンテナンスを生かした企業、地域
ケース 1 弱体化した農業システムのメンテナンスを試みる
【農業をシステムとして見直す 東海物産】
日本の農業を巡る環境は、国内自給率の低下、就業者の高齢化と後継者不足、収益性の
低下……など、多くの問題に直面し、その基盤が弱体化しつつある。
また、諸外国からはウルグアイラウンド（多国間貿易協定）で指摘された市場開放を軸
に農業政策の見直しが求められている一方、国内の消費者からは長期に渡る保護政策の下、
海外市場との格差が広がった日本の農産物価格を是正して欲しいとする声が上がっている。
「日本の農業は、後継者不足で、農家が急速に減少しています。後継者育成の観点から
事業としての農業、どれだけの規模で、何を栽培すれば利益がいくらでるか、計算可能な
事業にしていく必要があります。わが社の発展は、農家の繁栄と表裏一体です」
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こう語る東海物産の青木社長の言葉には、今日のコメ農家が抱える問題を少しでも解決
し、 21世紀に向けた新しい農業のスタイルを構築したいという思いか感じられる。
青木社長は、農薬の販売卸を行っていた先代社長の急死により事業を引き継ぎ、その後、
農薬を核としてあらゆる農業に関連する分野に積極的なM&Aを行使することで事業の多
角化を実現した。
その目的は、当社の事業を農家の経営基盤の強化と直結させ、農業用機材の販売と共に、
それらを用いた高付加価値農家の育成に取り組むことにある。そのため、当社の社員の半
数近くが、農業指導員・薬剤師・危険物取扱主任・農業改良普及委員などの資格を持って
いる。
当社が大きく経営体質を変革させた契機は、昭和34年 (1959年）、当地を直撃した伊勢
湾台風であった。消毒と水はけのため、クレゾールと石灰が三重県下で爆発的に売れ、従
来の農薬中心の卸から農業と環境保全が経営の基盤になる。
しかし、昭和48年 (1973年）のオイルショック時、農家の極度の不況により農業器材（温
室用器材）が大量の在庫をかかえ経営を圧迫する。この時期以降、単なる農薬の卸・農業
用器材の販売から脱皮すべく、直接農家の要望を取り入れ、メーカーと農家の間に入って
農家のニーズを生かすべく商品開発にあたる。
同社は農業器材開発にあたって、多くの失敗も経験してきている。茶畑における雫防止
大型電動ファンは、メーカーとの共同研究において同業他社をひき離していたが、後発メ
ーカーに市場を奪われるという失敗も経験した。
その時以来、農家のニーズの大切さを経営戦略にすえている。つまり、農家が困ってい
ることの解決を通して、ビジネスチャンスを創出していくのだ。
例えば、三重県鈴鹿市にある日本有数の水耕栽培の温室は、まるで“野菜工場”の感が
する。あらゆる作業がコンピュータ管理され、大幅な省人化、省力化、高付加価値化を可
能ならしめているのである。同社は、この農業器材と経営指導を行った。作業性、収益性、
省労働力、連作障害、転業、安全性、新技術、リサイクル等、現実に農家が直面している
諸問題を解決する器材とノウハウを提供したのだ。
具体的な方法としては、作業性、収益性の向上のためにデンマークから輝縁岩を利用し
た培養土を、また、温室作業の省力化のためにベルギーからハニートーンと呼ばれる蜂を
輸入した。さらに、連作障害を克服し、収益性を向上させるために水耕栽培の器材とノウ
ハウの提供なども着々と実行している。
他方、異業種企業や外部の研究機関とも積極的に交流を進め、各種試験場の指導も受け
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ている叫
ケース 2 産地にメンテナンスを施し停滞した地場産業の活性化
【燕三条のマグネシウム産業】
最盛期には世界の洋食器の65%を生産していた新潟県の燕三条。輸出型メーカーの一大
集積地だった同地域は、新潟経済の発展に大きく寄与してきた。しかし、 1985年のプラザ
合意以降の円高によって、生産量はつるべ落としのように激減。現在は、世界市場の 5%
を占めるに過ぎない。
産地壊滅の危機に、県と企業が燕三条再建プロジェクトを立ち上げた。企業側のリーダ
ーとなったのは若手の二世経営者たち。「今さらどうにもならない」とあきらめ顔の年輩
経営者を説得するために「成功体験をつくろう」と、県が進めようとしていたマグネシウ
ム製品の加工に取り組んだ。
県側も開発費に 1億数千万円、試作品の製作に 7千万円という法外な予算を計上。そし
て、本当にやる気のある12社に限定したバックアップを行った。期間を決めて、基礎研究
と素材開発は県が担当し、マーケティングは企業が担当するという二人三脚でプロジェク
トを推進。マグネシウム製品は、燕三条を活性化させる新たな産業として一躍注目を集め
ている。
最初に企業の存続に対する危機感があり、自社の持てる経営資源を整理し、選択と集中
を試み、外部の評価を用いて、阻害要因を見つけ排除し土壌に種をまき発酵を促したこと
がこれらの事例の成功要因である。燕三条は新潟県がコア・コンピタンスを評価した。そ
れが引き金になって、新素材への転換や新商品の開発、新市場への進出といったことを短
期間で果たすことができたのである。
経営を川に例えれば、人工的に力を加えなければ川は多くの支流に分かれてしまう。常
に状況をチェックしながらせき止め、側面を掘削して流れを整え川筋を整えるのが経営者
の使命と言えよう。
2. メンテナンスとコアコンピテンス 6I 
独立自尊を保つ―。言うのは簡単だが、実際に中小企業がこれを貫くのは容易なこと
ではない。大半の中小企業は、既存の取引関係もあって急に新たな販路は築きにくいうえ
に、技術力があってもなかなか用途が見つからない。そうした企業がまずどこから事業改
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革に取り組むべきなのか、以下に述べたい。
まず行なうべきは、自社の「知の資産」の棚卸し
「一社依存が危険なことだ」というのは周知の事実である。いま太い絆で結ばれている
からといって、油断は禁物だ。先方が苦しくなれば、必ずショックアプゾーバーに使われ
ることは目に見えている。
一社との取引を貫くとすれば「この会社を切ってしまうのはもったいない」と相手に思
わせることが肝要である。コアな技術をもち、国際的にも競争力がある企業だという評価
を常に得ておかなければならない。
いまは大企業も困っている。力のあるパートナーを求めており、かつてのような「親子」
関係は大きく崩れた。会社としてもアイデアが出ずに苦労しているし、成果主義がすっか
り根を下ろしているため、一担当者レベルでも必死になってビジネスチャンスに結びつく
技術やアイデアを探している。かつてのような「大企業でござい」と見下すような姿勢は
なくなりつつある。
価値ある提案を継続的に行なうことが、信頼を得る道である。
むろん、提案が可能なレベルに達していれば、一社依存から脱却するのは難しいことで
はない。リスクはなるべく分散すべきものだから、やはり複数社との取引を考えるべきだ
ろう。
そのために考察すべき課題は、第一に自社のコア・コンピタンスを見つめ直すことだ。
そのうえで、実はこちらを強調したいのだが、自社のもっている「知の資産」を、棚卸し
することである。
コア・コンピタンスと言ってもすぐに、「これだ」と言えるものが浮かぶ経営者が、一
体どれほどいるだろうか。仮に自分の考えるコア・コンピタンスがあるとしても、それと
は別の部分に大きな可能性を秘めた技術が眠っているかもしれない。
また、技術だけが知の資産だとも限らない。たとえば、従業員のもっている技能も、そ
うした資産のひとつである。
やや横道にそれるかもしれないが、技術力のアップは従業員の能カ・技量と密接な関係
がある。評価方法を改めるなどしてモチベーションをアップさせれば、伸びる余地が出て
くる場合もあるだろう。従業員の潜在能力まで含めて棚卸しをしてみるのである。
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独自のネットワークを築く
棚卸しができたら、あとはそれをどこに用いるかを考える。これは自社だけでは限界が
ある。ここでは独自のネットワークを構築することが何より重要となる。つまり、外部の
経営資源の活用である。他人の目で自社の技術や商品を客観的に評価してもらうことが大
切なのだ。外部の目で見たとき、自社のコア・コンピタンスは経営者が認識しているもの
と違う場合もあるだろう。
独自のネットワークを構築する方法はいくつかある。代表的なものとしては、まず産学
連携が挙げられる。
たとえば、尼崎市の関西化学機械製作という会社は、蒸発・蒸留・ 発酵などのプラント
メーカーだが、産学連携に非常に積極的で神戸大学と太いネットワークを築いており、自
社では手に余るような研究開発を共同で行なっている。社内独自の講習会を開き、最先端
の研究者を招いて意見も聴くなど、理想的なモデルだといえる。
それから行政、つまり国や自治体の活用も大変有効だ。
産業試験研究所のようなものは、たいていの都道府県にある。これを活用しない手はな
い。自治体の主催するコンペティションなどに参加するのもよい。審査員など外部の人の
意見を聴けるいい機会であるし、入賞すれば資金面でもメリットがある。銀行サイドにも、
そうした実績を担保のひとつとして高く評価する動きが出てきている。
いずれにしても、自社の技術を外部の人たちの目で見てもらうことで、思わぬ用途が発
見できる可能性があると考えられる。
次に、企業同士のネットワークは積極的に活用したいところだ。自ら地場の業者に声を
かけて構築してみるのもよいだろう。異業種同士が望ましいが、同業種なら外部の人を巻
き込んでいただきたい。
お互いに率直に意見を交換することで、最終商品のアイデアが生まれることもあるし、
共同でプロジェクトを立ち上げることも不可能ではない。大手企業から全体像が見えない
まま部品や素材の受注をしていたのと違い、開発の初期から携わることができるのである。
その好例が、京都の機青連（京都機械金属中小企業青年連絡会）だ。共同受注の窓口と
なる京都試作ネットという組織も立ち上げるなど、商品開発の初期から携わる場をつくり、
成果を上げている。また、泉大津市にあるクレッシェンドは、地元のニットメーカーが共
同出資して設立した会社で、かつてのライバル同士が集まってスピーディかつフレキシプ
ルな生産体制を築いている。大手アパレルメーカーと提携する一方で、専属のデザイナー
を雇い、商品開発や販路の開拓にも積極的である。
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先に挙げた産学連携等も含めて、ネットワークヘの参加を日常的に行なっていると、従
業員のモチベーションアップにもつながるはずだ。名のある研究者や大手の担当者が頻繁
に姿を見せれば、「うちは凄いことをやっている会社なのだな」と思い、エネルギーが湧
いてくる。単純なようだが、人間心理とはそうしたものだ。そうなれば社内に活気が出て、
次なる開発にも身が入る。副産物というにはあまりに大きな効果である。
企業同士のネットワークは胸襟を開くことが大切
ただし、注意していただきたい点がいくつかある。
誰か顔役的な経営者がいて、その人物の主導になっていると、活発に活動しているよう
に見えても、いずれ停滞する。現実にそんな例をいくつも見てきた。そうではなく、皆、
対等の立場で、侃々誇々、本音を言い合うことが大切なのである。
また、自社の技術を出し惜しみしないこと。そうでなければ信頼関係は生まれない。儲
け話ばかり考えているのも論外。目先のことではなく、自社の将来にどう役立てるかとい
う意識で参加しないと、何も得られない。
繰り返しになるが、かつての親子関係のような産業構造はもはや完全になくなりつつあ
る。大企業は「下請け」意識を取引先に求めていないのだ。その会社に何ができるか、そ
の点だけを見て、対等のパートナーを探しているのである。「うちは下請けだ」という思
い込みが一番いけない。ネットワークの場でも、その意識が強く求められることを強調し
ておきたい。
「独立自尊」を貰く気概は、経営者が依存心を取り払うことから始まる。
ケース 3
【タオルメーカーの米国市場進出】
タオルの産地、愛媛県今治市にある池内タオルは、タオルの生地を織る専門メーカー。
現社長が事業を継承したとき、問屋は同社に見本品の作製しか依頼せず、生産拠点はアジ
アに移していた。
ベトナムや中国などの輸入品に押されて売上げが下降するなか、社長は独自のタオル開
発を決意。輸入タオルにはない木綿本来の柔らかさを持ったタオルづくりに取り組んだ。
集積産地のメリットを生かして、自社の技術で足りないところを補完し合う体制を構築。
目指した品質を持つタオルをつくりあげることに成功した。
しかし、輸入品の安価なタオルが市場を席巻する中で、売上げは一向に伸びない。そん
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な折り、米国では高級な家庭雑貨を売る店が増えているとの情報を聞き、米国カリフォル
ニア州の見本市に同社のタオルを出展。 18014001やエコテックス100などの環境規格を取
得して環境面にも配慮した柔らかな風合いを持つタオルは、高い評価を得た。続いて、ニ
ューヨークで開かれた国際見本市にも出展し、タオル部門の最優秀賞に選ばれた。これが
きっかけになってニューヨークの家庭雑貨専門店など40店と販売契約を締結することにな
り、米国での売上は 1億2千万円におよんでいる。
ケース 4
【中国の牙城を切り崩す産地活用】
大阪府南部の泉州地区は、昭和30年代には繊維王国として隆盛を極めた。しかし、中国
などからの輸入品が国内シェアの80%を占めるなか、廉価品が主流だった泉州地区は大打
撃を受けている。
泉州地区の泉大津市にあるクレッシェンドは、ニットメーカー 3社の若手経営者が中心
となって設立した共同出資会社。最初に手掛けた通販会社の仕事を通して、問屋経由では
なくダイレクトに小売サイドヘ商品を流す難しさを知ると同時に、厳しい要求をクリアす
る生産ノウハウを身に付けていった。
それは、集積産地ゆえに可能な「コラボレーション生産体系」と呼べるもの。かつての
ライバル会社同士が集まり、お互いの得意分野を生かしてフレキシプルな生産体制を組む
のである。これによって、高品質かつリーズナブルな商品を短納期で提供できるようにな
った。しかも「多品種・大ロット」に対応できるのである。産地が一つの工場として稼働
することによって、中国の牙城を切り崩すことが可能になったのだ。
同社は、大手アパレルメーカーのワールドと提携。ワールドが自社のアンテナショップ
で売れ筋と判断した商品を 1カ月ワンサイクルものスピードで大量生産している。
また、専属のデザイナーを雇い、東京にショールームを設立。製品開発や販路開拓にも
力を注いだ結果、売上高は 3億円から24億円に増加した。現在、参加企業は12社。このケ
ースでは、いかに外部資産を活用するかが“独立自尊”へのカギとなっている。
新規分野は既存の分野との連続性があるものを選択し、木に竹を接ぐようなことは避け
るべきである。足下に必ず飯の種はあるもので、隣の芝生をうらやむ前に自身の芝生の手
入れをすべきである。そのうえで、まずは新規市場の開拓・新製品の開発などの「小さな
成功」を達成して実績を作れば、経営者としての路線も軌道に乗ってくるであろう。
これまでの国や地方自治体などの施策では、ベンチャービジネスなどの新規創業への支
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援が主眼であったように思われるが、これらが新規雇用に結びつくまでには相当の時間が
かかる。一方、既存事業の見直しは日本企業の得意技で、日本企業は今までこの手法で新
規事業を立ち上げ、産業の高度化を成し遂げてきた。日本の場合、最先端事業は、既存の
企業が「酸欠」に陥り、喘ぎ、悶えた結果生まれている。酒造業とバイオ、バイオと鍍金、
ナノテクノロジーと金属加工業、半導体加工とプレス、再生医療と繊維産業、次世代印刷
機と繊維産業など、多くの事例は既存産業と新規産業が融合できることを示唆している。
成功事例の多くは、極めて果敢に外部との連携を試みたことから生まれているのである。
このことから、国・地力自治体・経済団体などは、ベンチャービジネスの支援もさるこ
とながら、外部経営資源の紹介、交流会の開催など、既存の企業が「第二創業」を行いや
すい環境整備を促進する必要がある。さらに、新規事業はリスクが多く、費用もかかるた
め、低利融資制度の拡充と多くの専門家による支援体制が要請される。
例えば、ニッチ（すき間）分野を切り開く。よそに負けない品質や特殊技術も大きなコ
ア（核）となる。東大阪の零細規模の板金屋は、特殊な技術はないが納期には自信があっ
た。そこで、人員配置などを工夫して、徹底したスピード化で他社との差別化に成功した。
自社工場を持たず生産を社外に委託するファブレス化が順調な企業も同様で、いずれも
コア製品や技術を持っている。逆にいえば、コアがあるからこそ商品を改善したり新技術
を開発したりする余地か生まれるのだ。
第三のキーワードは、関西に最も欠けている視点だ。「モノづくりからコトづくりへ」。
製造業を放棄せよというのではない。モノを作ったり、技術を磨いたりするだけでは効
果は十分でないということだ。どこに出口を作るか、どうやって市場の興味を引くか、さ
まざまな「仕掛け」が、中小企業の努力をより輝かせることになる。
東大阪などは、コトづくりに長けたいい例だ。一企業が掲げた人工衛星をつくろうとい
うのろしに触発されて、多くの中小企業がヤル気や夢をかきたてられ、地域ぐるみで技術
や知恵を寄せ合うといういい結果を生んでいる。
暗闇の中だからこそ、輝きのある企業か目立つ。小さいけれど、きらりと光るものをも
っ。関西からそんな“ホタル企業”が多く生まれることを期待したい”。
モザイク状況に直面した中小企業
いろんな業種や企業特性が巧みに組み合わさって見事に調和をもたらしているモザイク
現象、これが日本の中小企業に見られる特徴である。ここに中小企業生き残りのヒントが
あるようだ。
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東大阪の貸し工場で金型専門業をしている従業員 1名の会社がある。同社は地域に張り
めぐらした10人の仕事仲間とゆるやかな連携を維持し、何でもこなせる金型加工屋をモッ
トーに各社の営業も代行し、過去3年間、増収増益を維持している。
工場に所狭しと並べられた最新式の自動加工機。これが社長の自慢だ。「いつの時代に
も仕事の隙間は必ずある。それを繋ぐのが私の役目です」。急ぎ働き・難加工・超精密加
工は、まだまだ仕事がある。
東大阪の貸し工場で表面処理をしている会社（従業員 7名、パートを含む）は営業を一
切行わない研究開発型企業である。大学の研究室と連携し、高度加工の表面処理技術を確
立した。ロコミで顧客は二百社以上を数え、日本全国から巨大企業から零細企業まで取引
先がある。取扱いアイテムは数万におよび、何でも、どんな小ロットでも、短納期が可能
な生産体制を敷いている。この企業も過去3年間、増収増益を維持している。
中小企業は、営業、技術、ネットワーク、市場といったそれぞれの得意な分野を持って
いる。何が自社の強みか、何が自社の弱みかを聞いた自己点検の質問に対して、 2割弱が
日常業務に忙殺され自己点検・評価をする余裕がなく不明と答えている。しかし、「増収
増益」企業はいずれも、自己点検を厳格に行っているのである。
日本の市場も極めて細分化され、売れ筋商品が発掘出来ない（消費不振）状況に直面し
ている。しかし、詳細に見れば、消費者の満足する商品、消費者ニーズにマッチした商品
は、小ロットにもかかわらず着実に売れている。家庭用エレベーター、高齢者の介護用品、
ペット関連用品などが好例だ。
これらの商品開発に携わったのは、大半が中小企業である。彼らは自社の強みと弱みを
正確に把握しており、自社の足らない部分は積極果敢に他社と提携と委託を行っている。
コアのコンセプトがあれは、零細企業でも、大手企業と対抗できる時代だ。それぞれが自
分の得意な分野を生かして生き延ぴるモザイク社会が間近に日本の社会に到来しているこ
とを予感できる叫
日本市場を見すえて、「得意技」の再構築を
さて、デフレ不況のなか、有望な市場が見つけられるのだろうか。その前提になるのは、
「現在の日本経済をどう見るか」だ。
例えば、日本の製造業は国際競争力が低下してきているが、それをどういう視点でとら
えるかである。国際競争力には、品質、納期、価格、顧客満足度などのさまざまな要素が
ある。価格面では圧倒的に中国製品が優位。そして今や、品質でも互角に並ばれようとし
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ている。
その反面、日本国内には、消費不況と言われながらも、世界第2位の巨大な市場がある。
中国の製品を日本が買うから中国が発展するといった具合に、東アジア諸国にとって、日
本は巨大な輸出市場になっている。
かつて日本は、モノをつくる原材料である資本財をメーンに輸出していた。例えば、韓
国は日本から資本財を輸入し、加工して欧米などへ輸出するというツー・ステップを踏ん
でいたわけだ。それが、輸出市場として日本を見ようというふうに変わってきた。サムソ
ンやヒュンダイ、 LGエレクトリックなどを筆頭に、韓国の企業は豊かな日本市場の開拓
に力を入れ始めている。それは、欧米の市場だけに依存しないリスク・ヘッジにもなるの
である。
中国や韓国では、日本市場の大変目の肥えた消費者に受け入れられるモノづくりを目指
している。日本から学びながら、自立していこうとしているのだ。このような国の製品が
流れ込んでくるのだから、日本市場での競争が激化するのは自明の理である。つまり、国
＇産の製品が売れていないだけであって、市場は相変わらず世界第 2位の規模を維持してい
るのだ。実際、国内の消費はかつてのような成長率はないものの、じりじりと伸びている。
特にこのところ、高価でも品質の高い製品が売れる傾向が強まっている。
このような状況から、「デフレ不況に関係なく、日本の国内市場は巨大なのだ」という
ことを認識すべきである。自分たちのすぐ近くに巨大な市場が存在している。これを放っ
ておく手はないだろう。
日本の国民性を考えると、「まったくの『無』から『有』は生じにくい」のである。あ
るモノを改良しながら、違うモノに変えていくというのが、日本が得意とするところだ。
改良とか改革が日本にとっての美徳であり、創造とか創業という言葉も大切だが、日本の
場合はむしろ改善の方がふさわしいのである。
日本人は、「創」よりも「改」が得意なのだ。あり合わせのモノに改良、改革を積み重
ねながら次なるモノをつくつていくという「ピースミール・エンジニアリング」は日本人
の、そして日本企業の真骨頂といえよう。従来の食材を使いながらも、工夫・改良したレ
シピを施すことによって、今までにないおいしい料理をつくりあげていくといった具合で
ある。
このような「得意技」を持っているのは、実は歴史のある企業なのである。過去、何回
も失敗を繰り返しながら改良・改革の術（すべ）を磨いてきたからだ。伝統のある得意技
を再復活させようという視点や気構えが、新規市場を実現させて業態転換を図る重要なポ
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イントになる。（第二創業とメンテナンスの関係、地場産業の活性化などは(2)に続く）
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